
　

開始年度 平成9

④
経
　
費

財
源
内
訳

※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

将来目標

100

「実績」
縮小図る

100

単位

％

人

目標値 100

H28目標値

2,884 2,724

Ｈ 26 Ｈ 27

261,640

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

妊娠の届出をした者に対し、母子健康手帳とともに妊婦健康診査助成券（１４枚）を交付し、委託医療機関において妊婦健康診査（合計１４回）を実施する。
（子宮頸がん検査、妊婦ＨＩＶ抗体検査、超音波検査、ヒト白血病ウイルス１型検査（ＨＴＬＶ－１抗体検査）、クラミジア検査等を含む。）
また、里帰り出産等による委託医療機関以外での受診については、助成制度（償還払い）を実施する。
≪妊娠届出受付・母子健康手帳交付窓口≫
・保健センター健康づくり支援課
・市役所保健医療課
・各まちづくりセンター（並木まちづくりセンターを除く）

基本
方針

254,283253,785

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

04-2991-1813
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

母子保健法、所沢市妊婦健康診査実施要綱、所
沢市妊婦健康診査助成金交付要綱

部課コード 081200 ℡

法定受託＋附加

事業コード
妊婦健康診査事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

081220

①事務事業名

終了年度 年度

健康づくり支援課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 総務Ｇ

■ □ □

年度

2,724

→

事業の種別

保健・医療節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 所沢市子ども・子育て支援事業計画

平成９年度、県から市への母子保健事業の移譲に伴い、実施主体が所沢市になる。

総合計画の体系 章 健康・福祉 生涯を通した健康づくりの推進

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

252,816

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

妊娠の届出をした市内に住所を有する妊婦 平成

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

妊婦の疾病や異常を早期発見し、健康の保持・増進を図り、健康管理の向上を図ることを目的とする。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

2,884

253,785

人） （

1.80人 15,588

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

261,640

一般財源

平成 26 年度

（

28

255,326

（

27 年度平成

15,175

（千円） 年度 （千円）

254,283

246,465 238,197

（千円） 平成

人

事業費合計

正規職員人件費

人）

1.74人

母子健康手帳交付数 母子健康手帳交付数（再交付・追加交付含む）

受診者数 妊婦健康診査受診者数（実数）

2,792

人 2,843 2,560

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

2,970

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

対象者数 妊娠届出数

％ 達成率 99 94

　 項目名 項目説明

成果指標 受診率

継続

定期的な健診受診により、妊婦の健康保持を図るとともに、疾病等の早期発見・早期治
療につなげる重要な事業である。

100

実 績 99 94

受診者数÷対象者数×１００

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

健康づくり支援課長　渕江　弘行

終了

次年度予算

評価日 H28.8.12 評価者職氏名

理由
公費負担額の上昇を抑えながらも、妊婦のニーズを捉え事業の充実を図って
いく。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由
妊婦の疾病や異常の早期発見、健康管理の向上の観点から、今後も引き続き
実施していく必要があるため。

拡大 縮小

無

無
文書の作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

早期の妊娠届出、妊婦健康診査の積極的な受診について、周知・啓発を図っ
ていく。

市ホームページや市広報紙を利用し、早期の妊娠届出、妊婦健康診査の積極的な受診
について周知し、受診率向上につなげた。
平成２７年度より受診券から助成券となり、妊婦の利便性が向上した。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

様々な状況・環境により未受診の妊婦がいる。妊娠期からの訪問等を実施し
ていき目標達成を目指す。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


